チャランケ通信　第5号　2013年3月18日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
アイヌの伝統工芸品、なかなか見事なものだ
先週14日、かねてから見に行きたかったアイヌ工芸品展を北海道立近代美術館で見ることができ、ようやく念願がかなった。独特のアイヌ文様が施された伝統的な刺繍やクマを始めとする木彫りの彫刻品など、芸術作品としての価値の高いものが出品されていた。最近、通産省から「伝統的工芸品」の指定を受けたアイヌ工芸品は、何と北海道として初めて指定されたものだという。百聞は一見にしかず、なるほど指定を受ける価値あるものと痛感した次第である。今週末には展覧は終わるわけで、興味のある方はぜひとも観覧されることをお勧めしたい。今回出品されているものは、伝統的な作品とともに新しい時代感覚に裏打ちされたものなど、世界的にも広く紹介されたものもあり、その時間的・空間的な拡がりにも注目させられた。と同時に、今後とも先住民族としてのアイヌ文化の発展のために、より一層支援すべく努力をしていく必要があると改めて痛感した次第である。
安倍総理TPPへの交渉参加を表明、問題山積だ
　さて、15日にTPPへの交渉参加を安倍総理が表明をした。例外なき関税撤廃には反対するとして、オバマ大統領との日米首脳会談で、アメリカ政府は自分たちも自動車の関税の存続を求めており、日本の農産物なども例外が認められることを持って参加を決断したとしているのだが、どんな国際交渉でも例外が全く認められないことはないわけで、体の好い理屈で持って選挙の公約では反対していたにもかかわらず、参加を決めたと言えよう。支持率が70%を超す総理に対して、自民党内の反対勢力も公然と反旗を翻すにはならなかったこともあるのだろう。
　このTPPについて、朝日新聞OBの山田厚史さんがダイヤモンドオンラインの「世界かわら版」(3月14日)のなかで、問題点を鋭く指摘しておられる。それは、11日の予算委員会での民主党前原誠司氏の質問を引用され、交渉内容が国民に知らされないまま決まってしまうという大問題を明らかにした点である。
　　(前原)「我々が最後まで交渉参加を表明できなかったのは、なぜかというと、米国の要求、事前協議の中身があまりにも不公平だった。トラック、乗用車については関税をすぐにはゼロにしない猶予期間を設けるべきだ、ということだった。日本の安全基準については米韓FTAと同じように枠を設けるべきだ、ということだった。保険については、はじめはガン保険だけと思っていたら、学資保険の中身を変えることについてもいろいろと言い出した。つまり、中身について、事前交渉でこれをとにかく武装解除しなければ米国議会に通告しない、と。しかし、こういう中身について我々は不公平であると、本来であれば、自動車の関税猶予なんてことは本交渉でやる話であって、われわれは農産物を相殺して妥協しなかった」
TPP問題は、民主主義の成熟度が問われている
　この発言に対して山田氏は次のように批判されている。
　　「事前交渉とは、何のためにあるのか。TPP交渉に参加する資格を審査する、というならまだ分かる。実態はTPP交渉に入る前の『武装解除』だったと前原は指摘する。」「異なる文化を持ち、制度も慣行も違う国が経済取引のルールを作ることも必要なことであり、世界はその方向に進んでいる。問題はその決め方だ。フェアで、対等で、情報が公開されることが大原則だ。TPPの危うさは、ここにある。」「中身を知らない国会議員が、どうして交渉参加の是非を議論できるのか」
　この前原質問に対する安倍総理の答弁は、まともに答えることなく、逆に守秘義務がかかっているにもかかわらずあえて質問した前原氏をやんわりと批判すらしている。残念ながら、この質問を捉えたマスコミの反応もほとんどなく見過ごされたままになっているが、聖域がどうのこうのと言う以前の大問題が存在していることがわかる。さらに、いわゆる「ISD条項」と呼ばれる「投資についての紛争解決システム」(ある国に投資した企業が、政策の変更で損害を受けたとき、その国の政府を訴えることができる)について、その訴訟を扱うのはワシントンに本部のある世界銀行なのだ。世界銀行の総裁は、歴代アメリカから選出されている。アメリカの多国籍企業にとって、大変好都合に解決できる仕組みとなっているのだ。こうしたことを考えると、まさにTPPによって日本の民主主義の成熟度が試されていると言えよう。
聖域扱いを認められるか、なかなか厳しそうだ
　ちなみに、17日付の北海道新聞には「TPP交渉の行方は」と題してアメリカのヤイタ―元通商代表とハフバウワー元財務省高官の発言を紹介していて興味深い指摘をしている。特にヤイタ―氏は、自民党は米を含む5品目を関税撤廃の例外扱いにするよう決議したが、日本が交渉でこれらの自由化は一切認めない、と主張しても相手にされない。ただし、時間をかけて段階的に関税を取り除こう、と申し出るなら相手は話を聞くだろう、と発言している。また、後から入ってきたカナダやメキシコは、合意済み事項に従うよう求められている。後から入ってきた国に再交渉の要求は可能だが、「正当な求めだ」と耳を傾ける国がいれば成立する、とも述べ、日本政府側が主張していることに対して、一筋縄ではいかない問題が控えていることを伺わせてくれる。他方、ハフバウワー氏は日本郵政の保険・物流事業に対して厳しい姿勢を持っていることを強調している。もちろん、これ以外にも多くの分野での交渉が展開されるだろうが、なかなか厳しい指摘がなされている。
　問題は、今後の日本の国内において、論点の解明がどのように為されるのかにあり、国会における民主党をはじめとする野党側の、国民の生活を重視する立場に立って、多くの論点についての追及に期待したい。交渉事項であり、外交の秘密を盾にして国民の知らないうちに決定されることの無いよう強く求めていく必要がある。
橋下日本維新の会共同代表の発言、政界再編の匂い
ちょっと気になるベタ記事が17日の朝日新聞に出ていた。16日に開かれた日本維新の会の議員総会の場で、橋下共同代表が「首相は維新の存在があったからTPPに踏み切れた。自民党内の反対派に『いざという時は維新と組む』との考え方を表に出して党内が収まった」と発言したとされている。また、憲法改正手続きの問題についても「自民党と公明党が連立を組んでいるが首相はいざとなったら維新と組めばよいとの思いで前に進めることができる」とも指摘したという。本当にそのような発言があったのかどうか、確かめるすべはないのだが、底流では、相当の連携話がなされているのだろうか。今後の政界の動きがどのように展開していくのか、注目しておく必要があることを教えてくれている。
新党大地の鈴木代表、石川議員の上告取り下げの背景は
さらに今朝の北海道新聞を見て、驚いてしまった。石川智弘衆議院議員の判決が出て、上告すると本人が発言されていたので、てっきり上告して最高裁まで争うのかな、と思っていたら、なんと新党大地の鈴木代表は「次の選挙のためにも上告を取り下げるべきだ」と発言されているようだ。最高裁での判決まで1年はかかり、そこで勝てないと3年間の公民権停止になる。それでは次の衆議院選挙には出馬できない。石川議員が次の選挙に出馬できるためにも、上告を取り下げるべきだ、ということのようだが、なんだか釈然としないものが残る。繰り上げ当選するのが、自分の娘さんというのもなかなか理解されにくいのではないだろうか。石川さんの選挙では、連合に結集する労働者の支援もあったことを忘れるべきではない。丁寧な説明が必要では。
いよいよ黒田日銀の始動、どんな展開になるのか注視
　さて、今週19日で日銀の白川総裁と山口・西村副総裁が黒田総裁、岩田・中曾副総裁へと交代する。いよいよ安倍ノミクスの第一の矢である金融緩和政策がどのように展開していくのか、注目したい。この「チャランケ通信」でも、来週からアベノミクスについての検討を進めていきたい。
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